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(百万円未満切捨て)
１．平成29年12月期の業績（平成29年１月１日～平成29年12月31日）
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年12月期 5,624 13.4 850 60.6 851 62.2 660 67.0

28年12月期 4,961 21.5 529 36.3 524 41.2 395 53.4
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年12月期 138.59 ― 30.5 20.2 15.1

28年12月期 82.98 ― 22.7 13.9 10.7

(参考) 持分法投資損益 29年12月期 ―百万円 28年12月期 ―百万円
(注) １．当社は、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。
２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（２）財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

29年12月期 4,377 2,437 55.7 511.78

28年12月期 4,041 1,896 46.9 398.23

(参考) 自己資本 29年12月期 2,437百万円 28年12月期 1,896百万円
(注) 当社は、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算定しております。
　

（３）キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

29年12月期 877 △107 △580 265

28年12月期 187 △86 △66 75
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年12月期 ― 0.00 ― 50.00 50.00 119 30.1 6.8

29年12月期 ― 0.00 ― 42.00 42.00 200 30.3 9.2

30年12月期(予想) ― 0.00 ― 45.00 45.00 30.3

(注) 当社は、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
平成28年12月期の期末配当金につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

　

３．平成30年12月期の業績予想（平成30年１月１日～平成30年12月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 2,952 16.7 379 26.4 381 26.9 292 31.6 61.35

通期 6,376 13.4 913 7.5 917 7.8 707 7.2 148.57
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※ 注記事項
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 29年12月期 4,762,800 株 28年12月期 4,762,800 株

② 期末自己株式数 29年12月期 336 株 28年12月期 246 株

③ 期中平均株式数 29年12月期 4,762,499 株 28年12月期 4,762,708 株
　

(注) 当社は、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
　 前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、株式数を算定しております。

　

※ 決算短信は監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用
にあたっての注意事項等については、添付資料５ページ「１．経営成績等の概況 （４）今後の見通し」をご覧
ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当事業年度におけるわが国経済は、政府の各種政策を背景に企業収益や雇用・所得環境の改善が続くとともに、

個人消費も持ち直しの動きが見られるなど、緩やかな回復基調で推移しました。海外経済も緩やかな回復が継続し

ているものの、中国を始めアジア新興国の経済の先行きや米国の今後の政策動向による影響に加え、地政学的リス

クの高まりもあり、先行きは不透明な状況が続いています。

体外診断用医薬品業界におきましては、インフルエンザウイルスやノロウイルスなどによる感染症の集団発生へ

の対応を背景に、感染症の早期診断に対する国民の意識が高まり、医療への期待は「治療」から「予防」や「ケ

ア」へとシフトしてきております。診療の現場におきましても、患者それぞれの状態に合わせた適切な医療を、効

果的かつ効率的に提供する体制を構築する必要があることから、早期診断及び早期治療の重要性の認識は、さらに

高まっております。特に感染症分野では、小児・老人医療における感染拡大の防止や院内感染の予防対策など早期

治療に有用となる診断技術への期待も大きく、国内外を問わず新たな技術による微生物検査や遺伝子検査が臨床現

場へ普及していく段階にあります。このように、体外診断用医薬品関連企業にとっては、医療現場のニーズに応え

る診断薬の開発、さらには海外市場を視野に入れた製品開発が求められる状況となっております。

このような環境のなか、当社は、医療現場からの様々なニーズに応えるために、POCTメーカーとして新しい検査

技術や新製品の開発を推進するとともに、既存製品の改善や改良にも尽力してまいりました。また、積極的な営業

活動により主力製品や新製品の売上拡大に努めるとともに、競争力強化のために生産性の向上にも注力するなど、

様々な経営施策を継続的に推進し、企業価値の向上に取り組んでまいりました。

これらの結果といたしまして、当事業年度の売上高は56億24百万円（前期比13.4％増）となりました。

当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントでありますが、市場分野別の売上高は以下のとおりでありま

す。

（単位：百万円、％）

市場分野の名称

平成29年12月期 平成28年12月期

対売上高

構成比

対前期

増減率

対売上高

構成比

病院・開業医分野 5,071 90.2 16.1 4,367 88.0

OTC・その他分野 553 9.8 △6.9 594 12.0

合計 5,624 100.0 13.4 4,961 100.0

　

病院・開業医分野におきましては、インフルエンザ検査薬は、主に機器試薬システムの機器の累計販売台数の増

加に伴い、試薬の売上高が伸長したことに加え、2017/2018シーズンの流行が前シーズンと同様に例年より早く開

始した影響により、インフルエンザ検査薬全体の売上高は28億22百万円（前期比16.4％増）となりました。また、

アデノウイルス検査薬やStrep A（A群β溶血連鎖球菌）検査薬などのその他感染症項目の検査薬も、引き続き増収

基調を継続しました。さらに、前事業年度から当事業年度にかけて発売を開始したマイコプラズマ検査薬、RSV/ヒ

トメタニューモウイルス検査薬、眼科用アデノウイルス検査薬及び肺炎球菌/レジオネラ検査薬などの新製品も売

上高の増加に寄与しました。これらの結果、病院・開業医分野全体の売上高は50億71百万円（前期比16.1％増）と

なりました。

OTC・その他分野におきましては、妊娠検査薬は、他社の新規参入や価格競争等により売上高は伸び悩みまし

た。排卵日検査薬は、一般用検査薬への転用の影響により、薬局向けの自社ブランド製品の売上高は減少傾向にあ

るものの、一般用検査薬である武田コンシューマーヘルスケア株式会社向け製品の売上高は堅調に推移しました。

これらの結果、OTC・その他分野全体の売上高は５億53百万円（前期比6.9％減）となりました。

利益面につきましては、主に人件費及び研究開発費などの販売費及び一般管理費が増加しましたが、増収に伴う

売上総利益の増加がこれを上回り、営業利益は８億50百万円（前期比60.6％増）、経常利益は８億51百万円（前期

比62.2％増）、当期純利益は６億60百万円（前期比67.0％増）となりました。
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なお、インフルエンザ検査薬は、当社の売上高の約50％を占める主力製品であり、インフルエンザの流行時期は

冬季であることから、売上高及び営業利益が、第１四半期会計期間（１～３月）及び第４四半期会計期間（10～12

月）に集中する傾向にあります。このような傾向に対応するため、当社は、非季節性及び夏季流行性の感染症など

その他感染症項目の検査薬の拡充に努め、インフルエンザ検査薬への依存度の軽減とともに季節変動の平準化を図

っております。

機器試薬システムの試薬の売上高が伸長していることを主因としてインフルエンザ検査薬の売上高が増加してい

るため、売上高及び営業利益が第１四半期会計期間及び第４四半期会計期間に集中する傾向は依然として変わりは

ないものの、その他感染症項目の検査薬の拡充に伴い、第２四半期会計期間及び第３四半期会計期間の売上高の底

上げは着実に進んでおります。

第41期（平成29年12月期）の四半期会計期間ごとの売上高及び営業利益は、以下のとおりであります。

第41期（平成29年12月期）の四半期会計期間ごとの売上高及び営業利益

　（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第41期 合計

売上高 1,631 897 1,036 2,059 5,624

内インフルエンザ検査薬の売上高 1,093 213 287 1,228 2,822

売上高の四半期百分率 29.0％ 16.0％ 18.4％ 36.6％ 100％

営業利益 287 11 12 538 850

(ご参考) 直近２事業年度の四半期会計期間ごとの売上高及び営業利益又は営業損失

第40期（平成28年12月期）

　（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第40期 合計

売上高 1,464 688 788 2,020 4,961

内インフルエンザ検査薬の売上高 961 138 205 1,120 2,425

売上高の四半期百分率 29.5％ 13.9％ 15.9％ 40.7％ 100％

営業利益又は営業損失(△) 189 △48 △83 472 529

第39期（平成27年12月期）

　（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第39期 合計

売上高 1,464 544 605 1,468 4,082

内インフルエンザ検査薬の売上高 1,010 46 69 842 1,969

売上高の四半期百分率 35.9％ 13.3％ 14.8％ 36.0％ 100％

営業利益又は営業損失(△) 327 △156 △87 305 388

（注）１．インフルエンザ検査薬には、「クイックチェイサー Flu A,B」、「クイックチェイサー Auto Flu A,B」

及び富士フイルム株式会社向け機器試薬システムの試薬が含まれております。

２．第39期（平成27年12月期）の各四半期会計期間の売上高及び営業利益又は営業損失(△)につきましては、

有限責任監査法人トーマツによるレビューを受けておりません。
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（２）当期の財政状態の概況

当事業年度末における資産の残高は、前事業年度末に比べ３億35百万円増加し、43億77百万円となりました。こ

れは主に、受取手形の減少４億４百万円があったものの、電子記録債権の増加２億94百万円、現金及び預金の増加

１億90百万円及び売掛金の増加１億81百万円によるものであります。

当事業年度末における負債の残高は、前事業年度末に比べ２億４百万円減少し、19億40百万円となりました。こ

れは主に、電子記録債務の増加１億86百万円、買掛金の増加１億31百万円、役員退職慰労引当金の増加40百万円、

未払法人税等の増加35百万円及び未払費用の増加33百万円があったものの、短期借入金の減少３億78百万円、支払

手形の減少２億円及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）の減少81百万円があったことによるもので

あります。

当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ５億40百万円増加し、24億37百万円となりました。

これは主に、利益剰余金の増加５億40百万円によるものであります。

　

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ１億90百万円増加

し、２億65百万円となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおり

であります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における営業活動により増加した資金は、８億77百万円（前期は１億87百万円の増加）となりまし

た。これは主に、法人税等の支払１億76百万円及び売上債権の増加71百万円によるキャッシュ・フローの減少があ

ったものの、税引前当期純利益８億51百万円、仕入債務の増加１億17百万円及び減価償却費77百万円によるキャッ

シュ・フローの増加があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における投資活動により減少した資金は、１億７百万円（前期は86百万円の減少）となりました。こ

れは主に、有形固定資産の取得による支出１億３百万円のキャッシュ・フローの減少があったことによるものであ

ります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における財務活動により減少した資金は、５億80百万円（前期は66百万円の減少）となりました。こ

れは主に、短期借入金の純減３億78百万円、配当金の支払１億18百万円及び長期借入金の返済81百万円によるキャ

ッシュ・フローの減少があったことによるものであります。

　

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成26年
12月期

平成27年
12月期

平成28年
12月期

平成29年
12月期

自己資本比率（％） 36.0 45.5 46.9 55.7

時価ベースの自己資本比率（％） ― 124.3 135.1 436.2

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率（年）

3.5 35.1 3.5 0.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

36.3 3.2 56.2 508.7

　 自己資本比率：自己資本／総資産

　 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

　 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

２．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

３．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としてい

ます。

４．平成26年12月期の時価ベースの自己資本比率につきましては、当社株式が非上場であったため記載して

おりません。
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（４）今後の見通し

次期のわが国経済の先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなか緩やかに回復していくことが期待され

るものの、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響が懸念されるなど、不透明な状況が続くと考えられま

す。体外診断用医薬品業界におきましては、医療現場におけるPOCT検査薬の重要性が高まっている一方で、競合他

社との技術及び価格競争などにより、引き続き厳しい状況が続くことが予想されます。このようななか、当社は、

ユーザーに信頼される製品を供給することを基礎として、業績及び企業価値の向上に努めてまいります。

病院・開業医分野におきましては、主力製品のインフルエンザ検査薬をはじめ、アデノウイルス、Strep A、ノ

ロウイルス及びマイコプラズマなど、その他の感染症項目の検査薬につきましては、積極的な営業活動並びに性能

改善を継続することによりシェアの拡大を図り、増収基調の維持に努めるとともに、新たな検査項目の製品を投入

し、品揃えの拡充を図ってまいります。また、現在、厚生労働省へ製造販売承認申請中の呼吸器感染症遺伝子検査

薬につきましては、承認取得後に生産を開始し、製品の上市に向け注力してまいります。以上により、病院・開業

医分野の売上高は、58億59百万円（前期比15.5％増）を見込んでおります。

OTC・その他分野におきましては、排卵日検査薬の一般用検査薬への転用により、妊娠検査薬とともに市場の活

性化が期待され、中長期的には売上高の増加を見込んでおります。しかし、次期につきましては、武田コンシュー

マーヘルスケア株式会社向け製品、自社ブランド製品及びプライベートブランド製品が、市場において一部競合す

る状況が当面継続する可能性も考慮し、OTC・その他分野全体の売上高の見込みは５億16百万円（前期比6.6％減）

としております。

以上により、次期の業績の見通しにつきましては、売上高は63億76百万円（前期比13.4％増）、営業利益は９億

13百万円（前期比7.5％増）、経常利益は９億17百万円（前期比7.8％増）、当期純利益は７億７百万円（前期比

7.2％増）を見込んでおります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、配当性向、企業体質の一層の強化及び今後の事業展開

に備えるための内部留保の充実などを総合的に勘案して決定する方針を採っております。この方針に基づき、配当

性向30％を目標として配当を実施するよう努めてまいります。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としており、期末配当の決定機関は株主総会でありま

す。また、当社は取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款で

定めております。

当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり42円の期末配当を予定しております。

次期の配当につきましても、同方針に基づき１株当たり45円の期末配当を予定しております。

内部留保金の使途につきましては、今後の研究開発及び製造体制の強化などへ有効に投資してまいりたいと考え

ております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は日本基準を採用しております。今後のIFRSの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応

していく方針であります。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 75,601 265,666

受取手形 413,428 9,013

電子記録債権 83,428 377,973

売掛金 1,536,150 1,717,178

商品及び製品 256,194 383,146

仕掛品 272,821 213,871

原材料 217,931 188,606

前渡金 ― 7,560

前払費用 737 787

繰延税金資産 46,705 54,638

その他 15,474 9,476

貸倒引当金 △1,150 △1,106

流動資産合計 2,917,323 3,226,811

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 284,702 266,357

構築物（純額） 6,088 5,456

機械及び装置（純額） 113,050 132,599

工具、器具及び備品（純額） 51,110 67,925

土地 466,336 466,336

リース資産（純額） 2,423 936

有形固定資産合計 923,712 939,612

無形固定資産

ソフトウエア 1,664 4,110

電話加入権 4,059 4,059

無形固定資産合計 5,724 8,169

投資その他の資産

投資有価証券 7,991 8,033

関係会社株式 0 0

長期前払費用 998 1,223

繰延税金資産 178,045 185,208

その他 8,204 8,861

投資その他の資産合計 195,239 203,326

固定資産合計 1,124,676 1,151,108

資産合計 4,041,999 4,377,919
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(単位：千円)

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 206,861 6,055

電子記録債務 ― 186,859

買掛金 134,379 265,673

短期借入金 378,000 ―

1年内返済予定の長期借入金 81,420 81,420

リース債務 1,614 1,033

未払金 126,436 155,456

未払費用 107,966 141,299

未払法人税等 132,719 168,661

未払消費税等 86,001 77,725

前受金 1,144 17,026

預り金 27,995 30,804

賞与引当金 26,184 27,303

返品調整引当金 2,242 2,886

その他 16,062 506

流動負債合計 1,329,028 1,162,712

固定負債

長期借入金 184,330 102,910

リース債務 1,033 ―

退職給付引当金 266,567 269,722

役員退職慰労引当金 364,458 405,223

固定負債合計 816,389 777,856

負債合計 2,145,417 1,940,568

純資産の部

株主資本

資本金 464,548 464,548

資本剰余金

資本準備金 274,548 274,548

資本剰余金合計 274,548 274,548

利益剰余金

利益準備金 31,152 31,152

その他利益剰余金

別途積立金 190,000 190,000

繰越利益剰余金 936,231 1,477,217

利益剰余金合計 1,157,384 1,698,370

自己株式 △291 △537

株主資本合計 1,896,189 2,436,929

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 393 422

評価・換算差額等合計 393 422

純資産合計 1,896,582 2,437,351

負債純資産合計 4,041,999 4,377,919
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成28年１月１日
　至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 4,961,751 5,624,619

売上原価

商品及び製品期首たな卸高 423,874 256,194

当期製品製造原価 1,453,661 1,840,336

当期商品仕入高 177,192 295,629

他勘定受入高 399 177

合計 2,055,128 2,392,338

他勘定振替高 57,640 58,214

商品及び製品期末たな卸高 256,194 383,146

たな卸資産廃棄損 30,340 13,879

商品及び製品売上原価 1,771,634 1,964,856

売上総利益 3,190,117 3,659,763

返品調整引当金戻入額 438 ―

返品調整引当金繰入額 ― 643

差引売上総利益 3,190,555 3,659,119

販売費及び一般管理費

販売促進費 1,004,224 991,899

支払手数料 162,989 182,288

役員報酬 71,340 78,120

給料手当及び賞与 497,002 525,052

賞与引当金繰入額 15,864 16,682

役員退職慰労引当金繰入額 32,020 34,348

退職給付費用 23,375 26,031

福利厚生費 85,729 92,735

旅費及び交通費 74,692 85,532

貸倒引当金繰入額 251 △43

減価償却費 10,718 10,141

研究開発費 356,999 386,342

その他 325,910 379,550

販売費及び一般管理費合計 2,661,116 2,808,680

営業利益 529,438 850,439
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(単位：千円)
前事業年度

(自 平成28年１月１日
　至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年12月31日)

営業外収益

受取利息及び配当金 29 22

受取手数料 1,193 1,184

生命保険配当金 514 521

為替差益 473 271

その他 96 154

営業外収益合計 2,308 2,154

営業外費用

支払利息 3,015 1,467

貸倒損失 4,000 ―

営業外費用合計 7,015 1,467

経常利益 524,731 851,125

税引前当期純利益 524,731 851,125

法人税、住民税及び事業税 159,756 206,185

法人税等調整額 △30,230 △15,109

法人税等合計 129,525 191,076

当期純利益 395,205 660,049

決算短信（宝印刷） 2018年02月09日 16時29分 11ページ（Tess 1.50(64) 20171211_01）



－10－

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 464,548 274,548 274,548 31,152 190,000 629,138 850,290 ― 1,589,387

当期変動額

剰余金の配当 △88,111 △88,111 △88,111

当期純利益 395,205 395,205 395,205

自己株式の取得 △291 △291

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 307,093 307,093 △291 306,802

当期末残高 464,548 274,548 274,548 31,152 190,000 936,231 1,157,384 △291 1,896,189

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 381 381 1,589,769

当期変動額

剰余金の配当 △88,111

当期純利益 395,205

自己株式の取得 △291

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

11 11 11

当期変動額合計 11 11 306,813

当期末残高 393 393 1,896,582
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当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 464,548 274,548 274,548 31,152 190,000 936,231 1,157,384 △291 1,896,189

当期変動額

剰余金の配当 △119,063 △119,063 △119,063

当期純利益 660,049 660,049 660,049

自己株式の取得 △245 △245

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 540,985 540,985 △245 540,740

当期末残高 464,548 274,548 274,548 31,152 190,000 1,477,217 1,698,370 △537 2,436,929

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 393 393 1,896,582

当期変動額

剰余金の配当 △119,063

当期純利益 660,049

自己株式の取得 △245

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

29 29 29

当期変動額合計 29 29 540,769

当期末残高 422 422 2,437,351
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成28年１月１日
　至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 524,731 851,125

減価償却費 65,047 77,113

貸倒引当金の増減額（△は減少） 251 △43

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,574 1,119

返品調整引当金の増減額（△は減少） △438 643

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,647 3,155

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 37,676 40,765

受取利息及び受取配当金 △29 △22

支払利息 3,015 1,467

売上債権の増減額（△は増加） △565,976 △71,157

たな卸資産の増減額（△は増加） 121,525 △38,676

仕入債務の増減額（△は減少） △45,438 117,347

未払費用の増減額（△は減少） 70,375 33,590

その他 51,515 39,409

小計 278,477 1,055,837

利息及び配当金の受取額 29 22

利息の支払額 △3,329 △1,725

法人税等の支払額 △87,894 △176,455

営業活動によるキャッシュ・フロー 187,282 877,678

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △85,353 △103,178

無形固定資産の取得による支出 △512 △3,310

その他 △200 △866

投資活動によるキャッシュ・フロー △86,066 △107,355

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 110,000 △378,000

長期借入金の返済による支出 △81,420 △81,420

リース債務の返済による支出 △3,242 △1,614

株式の発行による支出 △3,921 ―

自己株式の取得による支出 △291 △245

配当金の支払額 △87,949 △118,993

財務活動によるキャッシュ・フロー △66,826 △580,273

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13 15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 34,376 190,064

現金及び現金同等物の期首残高 41,225 75,601

現金及び現金同等物の期末残高 75,601 265,666
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 関係会社株式

総平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法にて算

定）を採用しております。

時価のないもの

総平均法による原価法を採用しております。

　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しておりま

す。

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～38年

構築物 ３～39年

機械及び装置 ３～８年

工具、器具及び備品 ２～10年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

　

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

　

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支払に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

(3) 返品調整引当金

将来予想される売上返品による損失に備えるため、過去の返品実績率に基づき、返品見込額の売上総利益相当額

を計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

なお、退職給付債務の算定は、簡便法によっております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。
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６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(表示方法の変更)

(貸借対照表関係)

前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」は、金額的重要性が増したた

め、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務

諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「受取手形」に表示していた496,857千円は、「受

取手形」413,428千円、「電子記録債権」83,428千円として組み替えております。

　

(追加情報)

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当事業

年度から適用しております。

　

(重要な設備投資)

当社は、平成29年12月22日開催の取締役会において、以下のとおり決議いたしました。

１．設備投資の目的

当社は、体外診断用医薬品分野における新たな診断技術として、遺伝子検査システムの研究開発に取り組んでお

り、厚生労働省へ呼吸器感染症遺伝子検査薬の製造販売承認を申請いたしました。

新製品である遺伝子検査キット及び既存の主力製品であるクイックチェイサーAutoシリーズの安定した供給を目

指すべく、両検査キット用の新規製造工場を建設することとし、また、遺伝子検査システムの評価、改良を含めた

継続的な研究開発のため、建物内に研究施設を設け、工場・研究所として稼働予定であります。

２．設備投資の概要

(1) 所在地 福岡県久留米市

(2) 設備の内容 遺伝子検査システム及び感染症迅速診断システムの新規製造工場・遺伝子研究所

遺伝子検査システム及び感染症迅速診断システムの生産設備

(3) 投資予定総額 1,900,000千円

(4) 資金計画 増資資金(上場調達資金)、自己資金及び借入金

なお、新規製造工場・遺伝子研究所の建設用地（取得価額282,815千円）につきましては、平成30年１月17日に取

得しております。

３．設備投資の日程

(1) 竣工予定 平成31年２月

(2) 事業開始予定 平成31年６月
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

　当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

　当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

【関連情報】

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

　 当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高

株式会社メディセオ 735,777

東邦薬品株式会社 691,103

富士フイルム株式会社 600,305

(注) 当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略しており

ます。

　

当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

　 当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高

東邦薬品株式会社 823,453

富士フイルム株式会社 767,135

株式会社メディセオ 763,820

(注) 当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略しており

ます。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

当社は、体外診断用医薬品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(持分法損益等)

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記

載を省略しております。

　

当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記

載を省略しております。

　

(１株当たり情報)
　

前事業年度
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年12月31日)

１株当たり純資産額 398.23円 511.78円

１株当たり当期純利益金額 82.98円 138.59円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定

しております。
３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年12月31日)

当期純利益(千円) 395,205 660,049

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 395,205 660,049

普通株式の期中平均株式数(株) 4,762,708 4,762,499

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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